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1989年 1991年 1993年 1995年
バスケット1
Z宅用サービス
バスケット1
Z宅用・小口事務用
Tービス
バスケット1
Z宅用・小口事務
Tービス
バスケット1
Z宅用・小口事務用
Tービス
バスケット2
W00番サービス
バスケット2
W00番サービス
　　　十　　　　　　　　　　　　十
W00番の番号案内　　　800番の番号案内
Tービス　　　　　　　サービス
@　　十　　　　　　　　　　　　十
@アナログ専用　　　　　アナログ専用
バスケット3
蛹緖末ｱ用サービス
　　十
Aナログ専用
注：囲まれた部分がプライス・キャップ規制が適用されたことを示す。1991年8月の裁定では，バスケット3の
　　アナログ専用線について，プライス・キャップ規制が存続されるが，これ以外のバスケット3では簡素化さ
　　れた規制が適用されることを示す。
出所）浅井澄子『電気通信事業の経済分析［増補改訂版］一日米の比較分析』日本評論社，1999年，72頁。
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1996年にFCCは，　AT＆Tが非支配的事業者であると認定し，プライス・キャップ規制を解除した
ため，AT＆Tのサービスは他の長距離通信事業者同様，料金規制の適用が行われないこととなっ
た。つまり，米国の長距離通信市場においては，料金規制を課す必要のない自由競争が実現されたの
であった。このような状況に至った背景として，非対称規制の適用が有効であったと考えられる。す
なわち，支配的事業者であるAT＆Tにプライス・キャップ規制を，その他の長距離通信事業者に
料金規制を非規制にすることにより，AT＆Tに対して料金規制を行う一方，その他の長距離通信事
業者には需要の変化に対応する料金設定を可能とさせた。そしてその結果，独占的な立場にあった
AT＆Tの市場占有率を低下させ，電気通信市場における自由競争を促すことになったと考えられ
る。従って，米国の非対称規制も英国同様，電気通信市場の自由競争を実現させ，長距離通信市場に
おける料金規制の非規制をもたらしたということができよう。
W　日本のプライス・キャップ規制
　日本においては，1998年の電気通信事業法改正により，従来の公正報酬率規制による個別認可制
から事前届出制へと変更されることとなった。この事前届出制とは，第一種電気通信事業者が電気通
信役務の料金を定める又は料金を変更する際に，その実施の7日前までに届出事項を郵政大臣に届
け出ることである21。従来の個別認可制では事前に料金規制が行われたのに対し，届出制は第一種電
気通信事業者が競争に適応した柔軟で迅速な料金の設定を可能とさせ，ここに電気通信事業の大幅な
規制緩和が実現された。また，競争が十分進展していないサービスで，利用者の利益に及ぼす影響が
大きい役務である特定電気通信役務，すなわちNTTの地域通信事業（市内電話事業）については市
場占有率が極めて高い水準にあるため22，プライス・キャップ規制が適用される。その適用を受ける
のは，NTTの地域通信事業を営む東日本電信電話株式会社および西日本電信電話株式会社（以下，
東西地域会社と略す）のみである23。従って，NTTの東西地域会社にはプライス・キャップ規制が，
その他の第一種電気通信事業者には届出制がそれぞれ採用されるため，日本においても英国および米
国と同様に非対称規制が適用されることとなった。
　NTTの東西地域会社に適用されるプライス・キャップ規制は，2000年10月1日から適用される予
定であるため24，ここでは先に述べた英国および米国のプライス・キャップ規制を参考にしつつ，日
本におけるプライス・キャップ規制実施の有用性・問題点を指摘する。日本におけるプライス・キャ
ップ規制の公式は図表10のように示される。
　図表10のプライス・キャップ規制の公式が適用されるバスケットは，電話役務・ISDN役務および
図表10　日本におけるプライスキャップ規制の公式
基準料金指数＝前期の基準料金指数×（1＋前年度の消費者物価指数変動率一生産性向上見込率（X）±外生的要因）
　　　　　　　　　　初回の基準料金指数は，導入時の料金水準を100として表す。
出所）　郵政省『新たな料金欄度の運用の在り方に関する研究会報告書』郵政省，1998年。
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専用役務の2つである25。電話役務・ISDN役務のバスケットの中に含まれる料金は，施設設置負担
金，基本料，県内通話料・通信料，番号案内等であり，施設設置負担金および基本料についてはサブ
バスケットが設けられる。専用役務のバスケットの中に含まれる料金は専用料等である。バスケット
全体に対する料金の上限水準を定めるのが基準料金指数の値であり，その適用期間は毎年10月1日
から1年間である。仮に基準料金指数が99と算定された場合には，バスケット全体で年間1％の値下
げが求められる26。この基準料金指数以下の料金については，届出のみで東西地域会社が自由に料金
を設定することが可能であるが，基準料金指数を超える料金引き上げについては，原則として認めら
れていない27。
　日本におけるプライス・キャップ規制の公式では，年間の物価指数変化率として消費者物価指数変
動率を用いる。この消費者物価指数変動率は，当年の政府見通しを用いるべきという意見もあった
が，①規制の透明性の確保，②補正の必要性，③英米の制度との整合性から前年度の実績値を用いる
こととした。また，外生的要因の考慮事項としては，消費税等の変更，法人税率の変更，規制制度の
変更など東西地域会社の管理外で発生したコストの変化であり，東西地域会社の経営に多大な影響を
与える事象としている。さらに，プライス・キャップ規制において重要な影響を与える隼産性向上見
込率（X）であるが，その水準は，東西地域会社の収入予測，費用予測，報酬額等に基づき算定するミ
ックス生産性準拠方式の採用が提言された。ミックス生産性準拠方式によるX値算定の公式は図表
11のように示される。
図表11　ミックス生産性準拠方式によるX値算定の公式
　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e
　　　　　　Σ（F，×M，×（1＋CPIrX）t）ニΣ（Ct＋N・）
　　　　　　t＝s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝s
F，：t年の需要量（Xの関数となる。）
Mt：現行料金の場合の1需要当たりの収入額
CPI，：t年の前年度における消費者物価指数変動率
Ct：t年の費用（人件費，物件費，減価償却費等）
N，：t年の報酬（自己資本コスト＋他人資本コスト）＋利益対応税
s：算定期間の初年度
e：算定期間の最終年度
出所）郵政省『電気通信分野における上限価格方式の運用の在り方（新たな料
　　　金制度の運用等の在り方に関する研究会報告書）』郵政省，1999年。
　図表11の右辺の式を見ると，X値算定に際し，東西地域会社のt年の費用（α）およびt年の報
酬（Nt）を考慮しているため，公正報酬率規制による総括原価の公式（図表1参照）と類似してい
ることがわかる。t年の報酬（Nt）の算定にあたり，その報酬率が問題となる。すなわち，　t年の報
酬（Nt）の算定の際に，従来の公正報酬率に基づいて算定することになると，　X値算定においては
公正報酬率を考慮することとなる。そこで，プライス・キャップ規制における報酬率算定の公式を図
表12で見てみよう。
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図表12　プライス・キャップ規制における報酬率算定の公式
鱒［上限値　～下限値］一（他人資本・ス・）・（他人資本比率）・［：：：器：瑠］・（自己資辮）
●自己資本コストの上限値：主要企業の平均資本コスト又は資本資産評価モデル（CAPM：Capital　Asset　Pric・
　　　　　　　　　　　ing　Model）的な手法のうちいずれか低い方
●自己資本コストの下限値：ゼロ　　　　　　　　　　　　　　　1
出所）郵政省『上限価格方式の運用に関する研究会報告書』郵政省，2000年。
　図表12における報酬率は，上限値から下限値まで設定可能となっている。報酬率を上限値として
算定すると，東西地域会社に過剰な利益を招くおそれがあり，料金の低廉化による利用者利益の保護
を十分に果たせないおそれがある。他方，報酬率を下限値として算定すると利用者利益の保護を果た
すことができるが，東西地域会社の経営効率のインセンティブを付与することができない。そこで郵
政省は報酬率の算定について，利用者利益，東西地域会社の利益，経済動向等を総合的に勘案し，上
限値から下限値の間で機動的に運用することが適当であるとしている28。そのため，報酬率の上限値
および下限値の平均値である中間値を目安としている。
　プライス・キャップ規制における報酬率は郵政省が中間値を目安として設定するのに対し，公正報
酬率規制における公正報酬率は企業が上限値と下限値との間で自由に設定できるという相違があるも
のの，両者の報酬率算定の公式はほぼ同じである（注4参照）。従って，日本のプライス・キャップ
規制も結局のところ，英国および米国と同様に公正報酬率規制に近い料金規制であることがわかる。
　次いで，図表11の左辺の式にあるt年の需要量（Ft）および現行料金の場合の1需要当たりの収
入額（Mt）における需要・収入の予測について，郵政省によれぽ29，「NTTによるバスケットごと
の中期的な需要・収入見通し，統計的手法による市場全体の需要予測・NTTとNCC（筆者注：新
規参入事業者）のシェア予想等を勘案して，郵政省が予測する」としている。また，t年の費用
（α）における費用予測については，「NTTの収支見通し・経営効率化の計画，諸外国及び国内の電
気通信事業者の生産性・効率性の比較や計量経済学的方法等による計測等を基にして，NTTがX値
算定期間の最終年度におけるNTTの適正費用を推計する」としている。このように，需要・収入の
予測，費用予測は，統計的手法および計量経済学的方法等に基づいて予測されるが，この予測はどこ
まで正確性，信頼性が得られるものなのであろうか。予測を行うにあたり，恣意性が介入するおそれ
もあり，妥当な数値を得られない可能性もある。従って，予測に際し，利用者および東西地域会社の
双方が納得し得る客観的な手法が求められるであろうし，その手法を公表することによって透明性を
確保することが必要であると考えられる。さらに，需要・収入の予測，費用予測において，東西地域
会社は郵政省に膨大な資料を提出することが求められ，郵政省はその資料に基づき予測を行うことに
なると，規制コストは削減されないであろう。
　他方，米国および英国においてそうであったように，プライス・キャップ規制の導入により，日本
一545一
でも料金リバラソシソグが期待される。利用者にとっては特に，将来において競争状態が実現するで
あろう県内通話料・通信料および大口利用者（事務用）向けサービスについての料金値下げが期待さ
れる。また，東西地域会社にとっては個別認可制を要さずに料金の変更を自由に行うことが可能とな
り，経営効率化による利益が生じても一定期間内は追加的に値下げを強制されることがないため，経
営上のインセンティブが付与されると考えられている。
V匝　おわりに
　本稿では，プライス・キャップ規制を中心として英国，米国，日本の電気通信事業における料金規
制について見てきた。
　リトルチャイルドによって提案されたプライス・キャップ規制は，公正報酬率規制の問題点を補完
する料金規制として注目を集め，実際に英国，米国をはじめ各国で導入された。英国および米国では
プライス・キャップ規制の理論上の利点をほとんど享受することができず，両国のプライス・キャッ
プ規制は結局のところ，公正報酬率規制に近い料金規制となっていた。そのような中，英国および米
国ではプライス・キャップ規制の問題点を補完したり，プライス・キャップ規制に代わる料金規制を
提案するといったことを行わず，料金規制を極力行わない方向へ向かうこととなった。つまり，原則
として自由競争によって各電気通信事業者が自由に料金設定を行うこととし，競争が実現せずに利用
者保護の必要な市場においては，公正競争条件の確保並びに規制緩和を行うことによって徐々に競争
を実現しようとしたのであった。このような考えに従い，英国ではBTの総収入の26％に相当する
サービスのみをプライス・キャップ規制の対象とし，米国では長距離通信市場におけるプライス・キ
ャップ規制を解除して料金規制を非規制とした。従って，英国および米国のプライス・キャップ規制
は，電気通信事業者が電気通信市場において自由競争を実現するまで用いる過渡的な料金規制である
と位置付けることができよう。また，電気通信市場の自由競争を実現するにあたり，非対称規制は有
効であったと考えられる。すなわち，支配的な事業者に対してはプライス・キャップ規制を適用し，
その他の非支配的事業者に対しては非規制とすることにより，独占的立場にあった支配的事業者の市
場占有率を低下させ，電気通信市場における自由競争を実現することができたのであった。そして，
その自由競争の実現により，電気通信事業における料金規制を課す必要がなくなったのである。
　日本においても英国，米国よりも10年以上遅れて，2000年10月1日よりプライス・キャップ規制
が適用された。このプライス・キャップ規制導入によって，料金リバランシソグによる県内通話料・
通信料および大口利用者向けサービスの値下げが期待される。他方，日本のプライス・キャップ規制
は英国および米国と同様に，公正報酬率規制に近い料金規制であることを問題点として指摘した。し
かし，こうした日本のプライス・キャップ規制における問題点も，NTTの東西地域会社が現在独占
状態にある地域通信（市内電話）市場の競争が実現されれぽ，英国および米国が経験したように料金
規制を課さない方向へ向かうのではないかと考えられる。奇しくも，2001年5月に日本テレコムお
よびKDDIが地域通信市場に参入する予定であり30，1985年の通信自由化以降もNTTの独占状態に
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あった地域通信市場において，本格的な競争が行われることとなる31。NTTの東西地域会社にはプ
ライス・キャップ規制を，日本テレコムおよびKDDIといったその他の第一種電気通信事業者には
届出制を採用するといったように，日本においても英国および米国と同様に非対称規制が採用されて
いることから，独占的立場にあるNTTの東西地域会社の市場占有率が低下し，地域通信市場の自由
競争の実現が期待される。この地域通信市場における自由競争が実現されれぽ，将来，日本における
．プライス・キャップ規制は解除され，地域通信市場における料金規制は非規制になるものと考えられ
る。今後の地域通信市場における料金規制の動向に注目していきたい。
注
1プライス・キャップ規制は上限価格方式とも呼ばれる。
2費用積上げ方式は，営業費用に他人資本利子および自己資本利益を積上げ合計する方式である。これに対し，
　公正報酬率規制では，他人資本利子および自己資本利益を区別せずに一括して算定する。
3第一種電気通信事業者とは，自ら電気通信回線設備を設置して電気通信役務を提供する事業者である。従っ
　て，NTTの他，第二電電，日本テレコム等の新規参入事業者についても公正報酬率規制による認可制が採用
　された。
4公正報酬率は，（他人資本コスト）x（他人資本比率）＋（自己資本コスト）×（自己資本比率）によって算定され
　る。尚，電気通信事業においては公正報酬率に上限，下限を設け，企業はその範囲内で自由に報酬率を設定す
　ることが可能であった。自己資本コストの上限は主要企業の平均自己資本利益率とし，その下限はゼロとして
　算定した。
5山谷修作『現代の規制政策』税務経理協会，1991年，8頁。
6新規サービスについては，時間の経過とともに需要が増加することが一般的であり，その増加する需要を見込
　んで原価計算期間を5年としている。
7米国がRPIを採用せずGNP・PIを採用したのは，　RPIの中に含まれる食料，その他の要素の加重が電気通信
　の生産プロセスに必ずしも関連しないとの見解からであった。
8プライス・キャップ規制は，規制当局と企業との間で結ばれる「契約」（contract）であるため，企業は一定の
　範囲内において自由に料金の改定を行うことが可能となる。
9堀伸樹「英国における電気通信自由化の経緯」『InfoCom　REWEW』第3号，1995年，36頁。
10生産性上昇努力率であるXは，過去のイソフレ率に対するBTの生産性上昇努力率の実績値2．5％に，将来の
　効率化努力分0．5％を加えて3％と設定された。
11ユニ・ミーサル・サービス基金の創設が提案されたことを受けて，1996年2月にBTの免許条件が変更となり，
　RPI＋2％の制約は課せられなくなった。
12岸井大太郎「電気通信料金とイソセンティブ規制（中）」r公正取引』No．510，1993年，4頁。
13醍醐昌英「ブライスキャップ規制の公正報酬率規制に対する優位を具体化する方法の考察」r公益事業研究』
　第48巻第1号，1996年，69頁。
14BTの料金は，一般消費者向け料金である小売料金（retai1）およびBT自身を含む事業者向け料金である卸売
　り（network）とに分離して設定されることとなっている。
15福家秀紀「英国における電気通信事業の規制緩和の進展と意思決定過程の透明性について」『InfoCom　REV・
　IEW』第7号，1996年。
163％の内訳は，AT＆Tが過去に達成してきた生産性上昇率2．5％および消費者に還元される生産性配当0．5％で
　あった。
17Mitchen，　B．　M．　and　I．　Vogelsang，　Telecommuniαations　Pn’ct’ng　Theory　and　Practice，　Cambridge　University
　Press，1991，　p．169．
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18Ronald　R．　Braeutigam　and　John　C．　Panzar“Effects　of　the　Change　from　Rate－of－Retum　to　Price・Cap　Regula－
　tion，”Amer’o∂n　Economic　Rev’θw，　Vol　83，　No，2，　May　1993，　p．195．
19奥野正寛・鈴村興太郎・南部鶴彦編『シリーズ現代経済研究5　日本の電気通信』日本経済新聞社，1993年，
　171頁。
20浅井澄子r電気通信事業の経済分析［増補改訂版］一日米の比較分析』日本評論社，1999年，130頁。
21届出事項は，①料金案（新旧対照表），②実施時期，③料金の設定・改定の理由，④適用地域・期間（限定が
　ある場合），⑤その他参考となる事項があれば，その事項（収支見通し等）である。⑤に関しては，企業機密
　であり，競争に適応した迅速な料金設定を妨げることになるという観点から任意的届出事項とされている。
22NTTの東西地域会社の地域通信市場における市場占有率は94％（2000年3月末時点）である。
231999年7月，NTTを純粋持株会社とする再編成が実施され，東日本電信電話株式会社，西日本電信電話株式
　会社，NTTコミュニケーションズが誕生した。またNTTはNTT移動通信網株式会社（NTTドコモ），
　NTTデータ等を傘下に置いている。
an日本電信電話株式会社の有価証券報告書総覧，大蔵省印刷局，2000年，10頁。
251SDNはIntegrated　Service　Digital　Networkの略であり，統合デジタルサービスと呼ばれる。これまで通信サ
　ービスはその種類の相違により，交換網が個別に用意されていた。これに対してISDNでは，電話，ファクシ
　ミリ等のサービスを総合的にデジタル網で取り扱う。
26郵政省『上限価格方式の運用に関する研究会報告書のポイント』郵政省，http〃info．mpt．go．jp／pressrelease／
　japanese／denki／000331j605．html　2000年9月22日。
27基準料金指数を超える料金について，基準料金指数により難い特別の事情がある場合に限り，認可を受けて料
　金を設定することも可能である。
28郵政省『上限価格方式の運用に関する研究会報告書』郵政省，http〃info．mpt．go．jp／pressrelease／japanese／
　denki／000331j605，html，2000年9月22日。
29郵政省『電気通信分野における上限価格方式の運用の在り方（新たな料金制度の運用等の在り方に関する研究
　会報告書）』郵政省，http〃info．mpt．go．jp／pressrelease／japanese／denki／990628j601．html，2000年2月12日。
302000年10月，DDIとKDD，日本移動通信が合併し，　KDDIが誕生する。日本経済新聞，2000年7月20日朝
　刊，3面。
31日本経済新聞，2000年7月4日朝刊，1面および2000年7月19日朝刊，1面。
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